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The relationship between the actual condition of the requiring assistance & risk of care-
needs assessment for elderly people in rural areas and the living situation
Nobuo Fukuda
Abstract
  The purpose of this study was to investigate the actual condition of the risk of needing 
support and care-needs assessment for elderly people aged 65 over in rural areas, and to 
clarify the relationship with the living conditions.
  We analyzed life conditions such as basic attributes and transportation etc. as risk 
factors but found no significant difference. However, it became clear that those who did 
not have exercise habits tended to have higher scores, as those with longer sleep times 
had significantly higher scores.
  The “high risk group” exceeding the average score (17.5 points) was found to have no 
exercise habits and to have a hindrance to the living conditions using the leg muscle 
strength that makes it difficult to move up and down the stairs.
  In other words, it was suggested that it is necessary to support motor function, 
especially leg muscle strengthening.
  Key words:  requiring assistance & risk of care-needs assessment, rural areas, elderly 
people, living conditions
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Ⅰ．緒言
本邦では高齢化率が進み、支援の在り方
が問われており、特に健康寿命の延伸は喫緊
の課題である 1）。高齢者が要支援・要介護
状態となることは、健康寿命に影響を及ぼすだ
けでなく医療費や介護給付をはじめとする社会
保障費の増大、家族の介護負担の増加など、
多くの問題につながる 2）。「基本チェックリスト」
によるスクリー ニングを踏まえ、平成 29 年に辻
らによって「要支援・要介護リスク評価尺度」
が開発されている 3,4）。一方、農村部のような、
人口の少ない地域ではより一層の健康寿命延
伸に向けた支援が必要となるが、地域によって
生活習慣やコミュニティなどが異なるため、生
活状況だけでなく要支援・要介護リスク状態が
明らかにされていない。
Ⅱ．目的
本研究では農業が盛んな地域に暮らす高
齢者を対象に、要支援・要介護リスクの程度、
その実態及びリスク要因について調べ、生活
状況との関連性を明らかにし、健康寿命延伸
に向けた支援方法を明らかにすることを目的とし
た。
Ⅲ．調査方法
1．調査対象
F 県 K 町に在住で総合検診を受診した 65
歳以上の者 471 名のうち、回答に不備のない
男性 197 名（56.1％）、女性 154 名（43.9％）
の計 351 名を調査対象とした。平均年齢は
73.5±5.6 歳であった。
2．調査期間
平成 30 年 5 月～ 6 月
3．調査方法
調査対象者が総合検診を受診する際に、
研究者１名が対象者に対し調査趣旨を説明し、
同意が得られた時点で聞き取り式のアンケ トー
調査を実施した。
4．調査内容
調査内容は①基本属性として性別、年齢、
家族構成、配偶者状況、職業、経済状況、
②生活状況として交通手段、運動習慣の有無、
近所で会話する友人の有無、睡眠時間（実
数）、③身体状態として辻らが開発した「要支
援・要介護リスク評価尺度」を用いた 3）。「要
支援・要介護リスク評価尺度」は 2006 年に
厚生労働省が要介護状態に陥る可能性のあ
る高齢者の把握事業で用いた「基本チェックリ
スト」を基盤に、後ろ向きコホ トー研究により開
発され、10 項目と年齢区分、性別で構成され
ている尺度である 4）。10 項目について「はい」
「いいえ」で回答し、重みづけされている各
項目の得点と年齢区分、性別に割り当てられた
得点を合計した評価指標である。
Ⅳ．分析方法
各項目の記述統計量を算出し、特徴を確認
した。「要支援・要介護リスク評価尺度」につ
いては得点分布を確認した上で、基本属性で
は性別についてｔ検定、年齢区分、配偶者状
況、職業、経済状況について一元配置分散
分析を実施した。生活状況では交通手段、運
動習慣、会話する友人の有無についてｔ検定、
睡眠状況との関連についてピアソン相関分析を
実施した。また、「要支援・要介護リスク評価
尺度」の平均値（17.5 点）よりも低い得点群（低
リスク群）と高い得点群（高リスク群）に分け、
評価尺度の質問内容と高リスク群の割合につ
いてχ2 検定を用いて分析した。分析ソフトは
IBM SPSS for windows Version24を使用し、
有意水準を5％未満とした。
Ⅴ．倫理的配慮
調査対象者には、回答に際して個人情報
は保護されること、デ ターは本研究以外に使用
しないこと、研究の参加・不参加は随意である
こと、中途辞退が可能であること、公表する際
には個人が特定されないよう処理することにつ
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いて口頭および文書で説明し、同意が得られ
た者についてのみ調査を実施した。また、本
研究は、仙台大学倫理委員会の承認を得たう
えで実施した。
Ⅵ．結果
1．調査対象者の基本属性
配布した調査票は 471 件であり、回答に不
備のない 351 件を分析対象とした（有効回答
率 74.5％）。性別は男性 197 名（56.1％）、女
性 154 名（43.9％）、年齢は平均 73.5±5.6 歳
（範囲 65 ～ 90）、年齢分布について最も多
い回答は「65 ～ 69 歳」で 104 名（29.6％）
であった。家族構成について最も多い回答は
「夫婦のみの世帯」で 147 名（42.9％）で
あった。配偶者の状況で最も多い回答は「同
居している」 で 292 名（93.9％）であった。
職業について最も多い回答は「無職」で 221
名（64.4％）であった。経済状況について最
も多い回答は「それほど心配ない」で 137 名
（39.7％）であった（表 1）。
2．調査対象者の生活状況の実態
調査対象者の交通手段について「自動車・
バイク」と回答した者が最も多く291 名（82.9％）
であった。運動習慣について「あり」と回答し
た者が最も多く267 名（76.1％）であった。近
所で会話をする友人の有無を尋ねたところ「あ
り」と回答した者が最も多く293 名（83.5％）
であった。平均睡眠時間は7.7±1.3時間であっ
た（表 2）。
3．調査対象者の要支援・要介護リスクの
実態
調査対象者における「要支援・要介護リス
ク評価尺度」の得点は平均 17.5±9.8 点、最
小が0点、最大45点であった。平均点を下回っ
ている低リスク群は 193 名（55.0％）、平均点
を上回っている高リスク群は 158 名（45.0％）
であった（図 1）。
表 1　調査対象者の基本属性
表 2　調査対象者の生活状況の実態
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4．調査対象者の基本属性と「要支援・要
介護リスク評価尺度」との関連
「要支援・要介護リスク評価尺度」と基本
属性との関連について、性別では「男性」で
17.2±9.5 点、「女性」で 17.9±10.0 点であり、
性別には有意差を認めなかった。
家族構成では「一人住まい」で20.2±10.1点、
「夫婦のみの世帯」で 16.1±9.3 点、「夫婦
と未婚の子のみの世帯」で 17.2±9.7 点、「本
人と未婚の子のみ」で 14.2±12.8 点、「3 世
代世帯」で 18.9±9.6 点 であり、家族構成に
は有意差を認めなかった。
配偶者状況では「同居」で 16.8±9.2 点、
「離別・死別」で 21.9±9.8 点、「未婚」で
11.8±8.2 点であり、いずれの配偶者状況の項
目間で有意差を認めなかった。
職業では「無職」で 17.5±9.3 点、「自営業」
で 13.1±6.9 点、「会社員」で 15.1±10.1 点、
「農業」で 10.4±11.2 点、「パ トー」で 10.4
±6.5 点であり、いずれの職業の項目間で有意
差を認めなかった。
経済状況について「全く心配ない」で 18.8
±10.3点、「それほど心配ない」で16.6±10.0点、
「多少心配である」で 17.3±8.9 点、「非常
に心配である」で 17.7±9.4 点であり、経済
状況の項目間で有意差を認めなかった（表 3）。
5．調査対象者の生活状況と「要支援・要
介護リスク評価尺度」との関連
「要支援・要介護リスク評価尺度」と生活
状況との関連では、交通手段において「自動車・
バイク」と回答した者は 16.6±9.2 点、「自転
車・徒歩」と回答した者は 18.9±9.9 点、運
動習慣において「あり」と回答した者は 17.1±
9.4 点、「なし」と回答した者は 19.2±10.6 点、
近所で会話をする友人の有無において「あり」
と回答した者は 17.5±9.8 点、「なし」と回答
した者は 17.5±10.0 点であり、いずれの項目
間についても有意差を認めなかった。一方、「要
支援・要介護リスク評価尺度」と睡眠時間と
の関連では有意な正の相関を認めた（r=0.20、
p<0.001）（表 4）。
「要支援・要介護リスク評価尺度」の得点
区分と睡眠時間について、得点 10 点未満の
者 99 名のうち睡眠時間が 8 時間を超える者
は 35 名（35.3％）、6 ～ 8 時間の者は 57 名
（57.6％）、6 時間未満の者は 7 名（7.1％）、
得点 10 ～ 19 点の者 123 名のうち睡眠時間
が 8 時間を超える者は 59 名（48.0％）、6 ～
8 時間の者は 59 名（48.0％）、6 時間未満の
者は 5 名（4.1％）、得点 20 ～ 29 点の者 99
名のうち睡眠時間が 8 時間を超える者は 56 名
（56.6％）、6 ～ 8 時間の者は 39 名（39.4％）、
図 1　要支援・要介護チェックリストの得点分布
表 3　 調査対象者の基本属性と「要支援・要介護リスク評
価尺度」との関連
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6 時間未満の者は 4 名（4.0％）、得点 30 ～
39 点の者 27 名のうち睡眠時間が 8 時間を超
える者は 19 名（70.3％）、6 ～ 8 時間の者は
7 名（25.9％）、6 時間未満の者は 1 名（3.7％）
であり、得点 40 点超える者 2 名は睡眠時間
が 8 時間を超える者であった（図 2）。得点区
分と睡眠時間の区分について有意差を認めた
（χ2＝796.76、p<0.0001）。
6．「要支援・要介護リスク評価尺度」の各
項目間の高リスク群間でのχ 2 検定結果
バスや電車を使用した外出をしている131 名
のうち高リスク群は 55 名（42.0％）、外出して
いない220名のうち高リスク群は116名（52.7％）
であり、群間で有意差を認めた（χ2＝3.79、
p<0.05）。
日用品の買い物をしている305 名のうち高リ
スク群は 144 名（47.2％）、買い物をしていな
い 46 名のうち高リスク群は 27 名（58.7％）で
あり、群間で有意差を認めなかった。
預貯金の出し入れをしている293 名のうち高
リスク群は 134 名（45.7％）、出し入れをしてい
ない 58 名のうち高リスク群は 37 名（63.8％）
であり、群間で有意差を認めた（χ2＝6.32、
p<0.01）。
手すりや壁を使わない階段昇降をしている
242 名のうち高リスク群は 91 名（37.6％）、階
段昇降をしていない 109 名のうち高リスク群は
80 名（73.4％）であり、群間で有意差を認めた
（χ2＝38.53、p<0.001）。
椅子から何もつかまらない立ち上がりをしてい
る313 名のうち高リスク群は 139 名（42.0％）、
立ち上がりをしていない 38 名のうち高リスク群
は 32 名（84.2％）であり、群間で有意差を認
めた（χ2＝21.49、p<0.001）。
15 分程度の連続歩行をしている312 名のう
ち高リスク群は 144 名（46.2％）、連続歩行を
していない 39 名のうち高リスク群の者は 27 名
（69.2％）であり、群間で有意差を認めた（χ
2＝7.39、p<0.01）。
過去 1 年間の転倒を経験した 63 名のうち高
リスク群は 37 名（58.7％）、転倒を経験してい
ない 288 名のうち高リスク群は 134 名（46.5％）
であり、群間で有意差を認めなかった。
転倒に対する不安が大きい 170 名のうち高
リスク群は 107 名（62.9％）、不安が大きくない
181 名のうち高リスク群は 64 名（35.4％）で
あり、群間で有意差を認めた（χ2＝26.69、
p<0.001）。
BMI が 18.5 未満である23 名のうち高リスク
群は 12 名（52.2％）、BMI が 18.5 以上であ
る328 名のうち高リスク群は 159 名（48.5％）
であり、群間で有意差を認めなかった。
昨年と比べて外出回数が減少している63
名のうち高リスク群は 40 名（63.5％）、外出回
数が減少していない 288 名のうち高リスク群は
131 名（45.5％）であり、群間で有意差を認め
た（χ2＝6.71、p<0.01）。
基本属性において男性 197 名のうち高リスク
群は 93 名（47.2％）、女性 154 名のうち高リス
ク群は 78 名（50.6％）であり、群間で有意差
表 4　 調査対象者の生活状況と「要支援・要介護リスク評
価尺度」との関連
図 2　「要支援・要介護リスク評価尺度」と睡眠時間の推移
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を認めなかった。
年齢区分では 65 ～ 69 歳にある104 名の
うち高リスク群は 4 名（3.8％）、70 ～ 74 歳に
ある95 名のうち高リスク群は 25 名（26.3％）、
75 ～ 79 歳にある94 名のうち高リスク群は 84
名（89.4％）、80 ～ 85 歳にある47 名および
85 歳以上にある11 名は全員が高リスク群に該
当し、群間で有意差を認めた（χ2＝226.10、
p<0.001）（図 3）。
Ⅶ .考察
1．調査対象者の特徴
調査対象の男女比に大きな偏りはなかった。
年齢区分は平成29年度の調査で明らかになっ
た区分構成よりも85 歳以上の割合が少なく、
65 ～ 74 歳および 75 ～ 84 歳の割合が多い結
果であった。また、世帯構成については夫婦
のみ世帯、3 世代世帯、夫婦と未婚の子のみ
世帯の順に多い結果であり、内閣府調査によ
る65 歳以上の高齢者のいる世帯構成調査お
よび福島県による65 歳以上の高齢者のいる世
帯構成調査と比較して夫婦のみの世帯、3 世
代世帯の割合が多く、夫婦と未婚の子のみの
世帯割合が少ないことに加え、一人住まいの
割合が少ないことが明らかとなった 5,6,7）。配偶
者の状況では 90％以上で配偶者がおり、離別・
死別者が少ない現状であった。
就業状況は多くの者が就業しておらず、農
業に従事しているものが全体の約 25％であり、
平成 28 年の総務省「労働力調査」と比較
して就業割合が少ない結果であった 8）。また、
経済に対する心配は約 60％が「心配ない」「あ
まり心配ない」と回答、約 40％が少なからず
経済に何らかの心配を抱えており、平成 28 年
度の内閣府調査と比較して心配である割合が
多い結果であった 5）。本研究では、収入内訳
や定年までの就業実態までは把握していないた
め詳細は明らかではないが、就業先が不足し
ている、年金等の収入を基盤に夫婦もしくは 3
世代世帯で生活しているため経済面に不安を
抱えている可能性が考えられた。
2．「要支援・要介護リスク評価尺度」によ
る実態
「要支援・要介護リスク評価尺度」を用いた
結果、平均得点は 17.5±9.8 点であった。調
査対象は自力で受診できる状態にあるものの、
4 年以内の要介護認定を受ける割合 14.7％と
される得点 20 点を超える者は 135 名（38.5％）、
4 年以内の要介護認定を受ける割合 31.6％と
される得点 30 点を超える者は 34 名（9.7％）
であることが明らかになった 4）。
本研究ではリスク要因として、性別や家族
構成といった基本属性、生活状況として交通
手段、運動習慣および近所で会話する友人の
有無を設定したが有意差を認めなかった。しか
し、運動習慣のない者はある者と比較して「要
支援・要介護リスク評価尺度」の平均得点が
高い結果にあった。運動習慣を有していること
は運動機能や活動量維持に向けて自主的に取
り組んでおり、その結果、リスク得点が低くなる
可能性も考えられた。
本研究は、基本属性と生活状況の一部の
みを調査した。今後は、疾患や運動機能を正
確に把握し、リスク要因についての詳細にする
必要性があると考えられた。
図 3　 「要支援・要介護リスク評価尺度」の項目における
高リスク者の割合
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一方、睡眠時間との関連では、睡眠時間
が長いほど、有意に「要支援・要介護リスク
評価尺度」の得点が高くなる結果、睡眠時間
が 8 時間を超えるとリスク評価尺度の得点割合
も有意に高くなることが明らかになった。睡眠は
体力回復に有効であるが、過度の睡眠摂取は
生活習慣病のリスクを高めることだけではなく、
7 時間睡眠と比較して死亡率のリスクが高くな
ること明らかになっている 9,10）。よって、調査対
象者には活動と睡眠に関する正確な情報提供
と日中の活動を高める支援の工夫が必要と考え
られた。
3．「要支援・要介護リスク評価尺度」の得
点と評価尺度の各質問項目との関連
本研究では平均得点 17.5 点以上を「高リ
スク群」として、評価尺度の各質問項目との
関連性を分析した結果、バスや電車を使用し
た外出をしていない、預貯金の出し入れをして
いない、手すりや壁を使わない階段昇降を行わ
ない、椅子から何もつかまらない立ち上がりが
困難、15 分程度の歩行が困難、転倒に対す
る不安がある、昨年と比較して外出回数が減
少している、年齢区分が上がる者はそうでない
者と比較して要支援・要介護になるリスクが高
いことが明らかになった。
また、要支援・要介護チェックリストの得点と
評価項目との関連では、日用品の買い物をして
いない、預貯金の出し入れをしていない、椅子
から何もつかまらない立ち上がりが困難、15 分
程度の歩行が困難、過去 1 年間に転倒してい
る、転倒に対する不安がある、昨年と比較し
て外出回数が減少している、年齢区分が上が
る者について、そうでない者よりも要支援・要
介護になるリスクが高いことが明らかになった。
階段昇降、立位、歩行が難しいことは運動
機能、特に下肢筋力が低下している可能性が
あり、その結果、外出や外出をした際に行う預
貯金や買い物などの日常生活状況にも影響が
及んでいるのではないかと考えられた。
国民生活基礎調査によると、要支援のリスク
として骨・関節疾患が挙げられているほか、高
齢者の受診原因としても骨関節疾患が挙げら
れている 11）。これは加齢に伴う筋力低下、関
節可動域の縮小、腰痛などの影響により、活
動量が低下、運動機能も低下すると考えられ、
つまり、高リスク者は、2007 年に日本整形医学
会が提唱したロコモティブシンドローム状態であ
ることが推察される12）。
ロコモティブシンドロームは、メタボや認知症
と並んで健康寿命短縮の要因の一つとされて
いる 13）。したがって、ロコモティブシンドローム
対策の運動として推奨されている開眼片脚立
ちやスクワット、踵上げなどの下肢筋力増強に
対する支援の必要性が示唆された 13）。
Ⅷ .結論
対象者の「要支援・要介護リスク評価尺度」
の平均（17.5 点）を上回る「高リスク群」は
171 名（48.7％）であり、4 年以内に約 30％の
確率で要支援・要介護と認定される可能性の
ある者は約 10％であった。リスク要因として性
別をはじめとする基本属性や移動手段などの
生活状況を検討したが有意差を認めなかった。
しかし、睡眠時間が多い者ほど有意に得点が
高くなることと、運動習慣を持たない者は得点
が高くなる傾向にあることが明らかになった。「高
リスク群」は、運動習慣を持たず、下肢筋力
を使用した生活状況が困難であることが明らか
になった。
今回は横断研究だったため、今後は縦断研
究の必要性が考えられたが、要支援・要介護
リスクを軽減させるためには、運動機能、特に
下肢筋力増強に対する支援の必要性が示唆さ
れた。
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